
平成31年2月22日

北海道運輸局

評価対象事業名：平成30年度　地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

地方運輸局等における
二次評価結果

③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

④事業
実施の
適切性

⑤目標・効果
達成状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

評価結果

協議会における事業評価結果

沿線市町村とのニーズを反映させつつ、持続
可能な生活交通とするため、必要に応じて
ルートや運行回数等を見直し、運行の効率化
を図る。

芽室線など全６系統
車両減価償却費等国庫
補助金

系統毎の分科会では、路線維
持を目指した利用増・利便性・
効率化に向けた協議を開催
し、自治体と連携している。

Ａ Ａ

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

持続可能な生活交通とするため、
関係自治体と連携し、フェリー航
路開設に伴う一部経路変更を実
施したほか、協働で「乗り方教室」
等の利用促進に取り組む等、生産
性向上を図った。

Ａ Ａ

滝新線など全29系統
利用動向に応じたダイヤ設定
を実施した。

Ａ Ａ

一部の路線で、沿線住民、利
用者のニーズにあわせ、運行
回数や運行時刻、停留所の
見直しを図った。

Ａ Ａ

沿線住民、利用者のニーズにあわせたダイ
ヤ・停留所の設置を実施するとともに、必要
に応じて、生活交通の維持のため、ルートや
運行回数等の見直しを実施する。

関係自治体と意見交換を行い運行の効率化
に取り組むとともに、ホームページの相互リン
クなど運行情報の提供や啓発・周知活動を継
続実施し利用促進に取り組む。

Ａ

道南バス株式会社
室蘭市内線②など全15
系統

あつまバス株式会社

大野線②など全23系統
車両減価償却費等国庫
補助金

沿線市町村の利用者のニーズを反映させつ
つ、持続可能な生活交通とするため、必要に
応じてルートや運行回数等を見直し、運行の
効率化を図る。

協議会名 ②事業概要①補助対象事業者等

北海道中央バス株式会社

十勝バス株式会社

千歳線など全４系統
関係自治体と協議を行い、経
路の変更とダイヤの見直しを
実施。

Ａ Ａ

各イベントにおいて交通情報案内を広く展開
して利用促進を図る。
また、沿線住民、利用者のニーズに合わせダ
イヤ・停留所の設置を行うとともに、生活交通
の維持をする為、運行の効率化を図る。

北海道生活交通
確保対策協議会

・計画どおり事業は適切に実
施されている。
・引き続き、地域の関係者が
連携して、貨客混載・路線再
編・観光需要の取込・各種利
用促進策などの、地域間幹線
系統における乗合バス事業の
生産性向上に取り組むことを
期待する。
・また、上記取組にあたって
は、取組効果を把握して、収
支改善に資する取組となるよ
うに、適宜見直しを行うことを
期待する。

沿線周辺住民に利用促進のＰＲ等を行い、乗
車人員数の向上を図るとともに、利用実態に
即した便数等の検討を行う。

沿線市町の利用者ニーズを反映させつつ、
関係自治体と協議を行い、必要に応じて運行
経路や運行回数の見直しを図る。

ニセコバス株式会社

新夕張駅前～新札幌駅
前など全４系統

鉄道との乗継を含む利用者の
利便性向上のため、南部～新
札幌線の起点をＪＲ新夕張駅
前に変更した。

Ａ Ａ夕張鉄道株式会社

函館バス株式会社

小樽線など全３系統
利用実態を把握し、発時刻を
変更するなど利便性を高め
た。

Ａ
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協議会名 ②事業概要①補助対象事業者等

沿線自治体と連携を密にし、必要に応じて、
利用者ニーズに合わせた運行形態等、様々
な面からの事業の見直し、効率化を図る。

美幌線など全６系統
路線の維持に向け、関係自治
体と協議・検討を行った。

Ａ B

北紋バス株式会社

沿線利用者の実態を把握し、それを基に持続
可能な生活交通とするため運行回数やルート
の見直しを実施し、運行の効率化を図る。

温根湯線など全11系統

バス路線や時刻表などのホー
ムページによる周知の方法を
見直し、利用者の利便性向上
を図った。

Ａ Ａ
地域利用者のニーズを反映したルートに変更
する等利用促進に努め、また、運行回数の見
直し等により、運行の効率化を図る。

中標津線など全３系統
（共同運行1系統含む）

利用実態調査結果により状況
を把握し、運行時刻及びルー
トの見直しを検討した。

Ａ Ａ根室交通株式会社

北海道北見バス株式会社

継続的に関係自治体と共同利用実態調査等
を行いながら利用状況の把握に努め、必要
に応じてルートや運行回数等を見直し、運行
の効率化を図る。

雄武線など全４系統
車両減価償却費等国庫
補助金

雪害の影響を最小限に抑える
ための連絡体制の維持と合
わせて今後の改善点を協議し
た。

Ａ Ａ

Ａ

沿線市町村の利用者のニーズを反映させつ
つ、持続可能な生活交通とするため必要に応
じて運行ルートや運行回数等を見直し、運行
の効率化を図る。

昆布森線（系統1）など全
10系統（共同運行1系統
含む）

利用実態調査を実施 Ａ Ａ

網走バス株式会社

くしろバス株式会社

阿寒バス株式会社

緑駒線など全８系統
実態調査を行い沿線市町村
の利用者のニーズを把握し運
行効率化を図った。

Ａ Ａ

今後も沿線市町村の利用者のニーズを把握
し、持続可能な生活交通とするため、ニーズ
に応じてルートや運行回数等を見直し、運行
の効率化を図る。

Ａ

北海道拓殖バス株式会社

沿線利用者のニーズを反映させつつ、利用し
やすく安心できる生活交通とするため、必要
に応じて関係自治体と協働し、運行の効率化
を図る。

阿寒線など全４系統
広域連携の周遊パス販売等
により地域間幹線系統の活性
化を図った。

北海道生活交通
確保対策協議会

・計画どおり事業は適切に実
施されている。
・引き続き、地域の関係者が
連携して、貨客混載・路線再
編・観光需要の取込・各種利
用促進策などの、地域間幹線
系統における乗合バス事業の
生産性向上に取り組むことを
期待する。
・また、上記取組にあたって
は、取組効果を把握して、収
支改善に資する取組となるよ
うに、適宜見直しを行うことを
期待する。
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協議会名 ②事業概要①補助対象事業者等

沿線自治体と連携しながら利用者のニーズを
反映させつつ、持続可能な生活交通とするた
め、必要に応じてルートや運行回数等を見直
し、地域住民の足を維持・確保する。

北竜線など全５系統
利用実態調査に基づき、運行
ルートの再編を実施。

Ａ Ａ

沿線市町の利用者のニーズ把握・反映させ
つつ、持続可能な生活交通とするため、必要
に応じてルートや運行回数等を見直し、運行
の効率化を図る。

浜頓別２など全７系統
沿線住民に利用促進のPR等
を行った。

Ａ Ａ宗谷バス株式会社

空知中央バス株式会社

ふらのバス株式会社

沿線市町村の利用者のニーズを反映させつ
つ、持続可能な生活交通とするため、今後も
継続的に関係自治体と協議を行い、必要に
応じてルートや運行回数等の見直しを行い、
路線の効率化と改善を図る。

興部線など全３系統

ＪＲダイヤ改正に伴い、バスの
ダイヤも改正し、乗り継ぎ利便
性を高める等、利便性向上を
図った。

Ａ Ａ

沿線市町村の利用者のニーズを反映させつ
つ、持続可能な生活交通とするため、必要に
応じてルートや運行回数等を見直し、地域住
民の足を維持・確保する。

豊富留萌線など全5系統
（共同運行1系統を含む）
車両減価償却費等国庫
補助金

関係市町村と個別に協議を行
い、地域住民から寄せられて
いる意見、要望等の有無、内
容の確認を行い、適切に対応
した。

Ａ Ａ沿岸バス株式会社

名士バス株式会社

沿線市町村の利用者ニーズを反映させつ
つ、持続可能な生活交通とするため、必要に
応じてルートや運行回数等を見直し、運行の
効率化を図る。

旭川線

バス車両に搭載している「行
き先表示」への英語表記の追
加や、バス車内で流している
音声案内（現在四ヶ国語対
応）の一部修正、外国人向け
周遊パスへの参加等により利
用促進を図った。

Ａ Ａ

沿線市町村の利用者のニーズを反映させつ
つ、持続可能な生活交通とするため、必要に
応じてルートや運行回数等を見直し、運行の
効率化を図る。

名寄線など全10系統
（共同運行１系統含む）
車両減価償却費等国庫
補助金

運行データにより各停留所の
乗降人員を把握し、ダイヤ編
成に反映させた

Ａ Ａ道北バス株式会社

北海道生活交通
確保対策協議会

・計画どおり事業は適切に実
施されている。
・引き続き、地域の関係者が
連携して、貨客混載・路線再
編・観光需要の取込・各種利
用促進策などの、地域間幹線
系統における乗合バス事業の
生産性向上に取り組むことを
期待する。
・また、上記取組にあたって
は、取組効果を把握して、収
支改善に資する取組となるよ
うに、適宜見直しを行うことを
期待する。
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協議会名 ②事業概要①補助対象事業者等

有限会社新篠津交通

旭川電気軌道株式会社

網走観光交通株式会社
沿線住民に対して更なる利用促進のPRを図
る。

網走線
教育委員会を通じた時刻表の
配布等により、利用促進を
図った。

Ａ Ａ

定期外利用者、特に高齢者を対象にした利
用促進を企画中。「小規模事業者支援推進
事業」による補助金が決定次第実施予定。
温泉施設との連携で実施している「しんしの
つ温泉で降車すると入浴料金割引」の企画は
今後も継続する。

いで湯号
車両減価償却費等国庫
補助金

利用者からの要望を反映し、
平成29年12月には、運賃表示
機の多言語化（英語）表記を
実施。また、平成30年4月に旭
川空港・6月に旭川駅前総合
案内所に5カ国語対応の自動
券売機を設置し、訪日外国人
の利便性の向上を図った。

Ａ Ａ

沿線市町村の利用者のニーズを反映させつ
つも、持続可能な生活交通とするため、必要
に応じてルートや運行回数等を見直し、運行
の効率化と利用者増を図る。

北新線

ホームページを開設し、運行
に関する情報を詳しく提供す
ることにより利便性が向上し
路線の維持確保につなげるこ
とが出来た。

Ａ Ａ

引き続き沿線自治体と連携し、運行の効率
化、利用促進等の生産性の向上に取り組む。

あいの里金沢線
ＪＲへの接続を考慮し、夏冬で
ダイヤを分け、利便性の向上
を図った。

Ａ Ａ

公共施設を結んでいる路線であることを周知
するとともに、駅への接続など住民が利用し
やすいダイヤを構築し、利用者増を図る。ま
た、利用者の状況に合わせた運行経路・バス
停等の検討を行う。

長沼線など全３系統

沿線自治体と協議を行い、運
行回数の変更を含むダイヤの
見直しや、公共交通のＰＲを
実施し、利用促進を図った。

Ａ Ａ
ジェイ･アール北海道バス
株式会社

有限会社下段モータース ・計画どおり事業は適切に実
施されている。
・引き続き、地域の関係者が
連携して、貨客混載・路線再
編・観光需要の取込・各種利
用促進策などの、地域間幹線
系統における乗合バス事業の
生産性向上に取り組むことを
期待する。
・また、上記取組にあたって
は、取組効果を把握して、収
支改善に資する取組となるよ
うに、適宜見直しを行うことを
期待する。


